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１．はじめに
長岡広域市町村圏の人口は、1986年の371千人が
1998年には374千人と、この間３千人増加しているが、
地域別にみると、長岡市が184千人から194千人と10千
人増加、長岡広域都市計画区域（長岡市を除く、以下
同様）が83千人から86千人と３千人増加しているのに
対して、長岡広域市町村圏内周辺地域では104千人か
ら95千人と９千人減少している。つまり、圏域の中心
市である長岡市とその都市計画区域の人口が増加し、
周辺地域では人口減少が進んでいる。
実質域内純生産（1990暦年価格）をみると、長岡広
域市町村圏では、1986年の7835億円が1998年には
10175億円とこの間年平均2.20％で成長してきた。地域
別にみると、長岡市は4676億円が6160億円となり年平
均2.32％成長し、長岡広域都市計画区域は1467億円が
1772億円となり年平均1.58％成長してきた。長岡広域
市町村圏内周辺地域は1692億円が2242億円となり年平
均2.37％成長と他の２地域を上回る成長を示している。
しかしながら、この間の建設事業費の規模をみると、
周辺地域への投資が非常に大きく公共投資による地域
経済の下支え状況が伺える。
一方で、1998年３月末に閣議決定された新しい全国
総合開発計画「21世紀の国土のグランドデザイン－地
域の自立の促進と美しい国土の創造－」では、地域の
自立が強調されている。また、平成13年６月26日に閣
議決定された「今後の経済財政運営及び経済社会の構
造改革に関する基本方針」、いわゆる骨太の方針では、
地方の自立と財政改革があげられている。このような
地方分権の流れに対応した効果的な産業集積を図るた
めには、基礎自治体（市町村）レベルの産業振興が求
められているところである（文献３）。
しかしながら、人口指標ひとつを例にしても、減少
傾向にある厳しい状況にあるにもかかわらず、多くの
自治体の長期計画における人口予測は非常に甘いもの
である（過大に推計されている）。そのような見込み
をもとに計画を立てることが、真に住民の満足度を高
める結果をもたらすとは考えにくい。そこで、本研究
では、長岡地域におけるモデルを構築し、昨年度の
『地域研究（文献４）』で紹介した新潟県モデルとの連
結を図り、将来予測を実施して、長岡圏域の今後の問
題点、政策課題を明らかにする。
２．長岡圏域モデル
（1）モデルの基本構成
本稿で紹介する長岡圏域モデルは、新潟県モデルを
上位モデルとするトップダウン連結タイプのモデルで
ある（トップダウンモデルについては、文献10を参照
されたい）。
長岡圏域モデルは、
・　長岡市モデル（長岡市）
・　長岡広域都市計画区域モデル（見附市、中之島
町、越路町、三島町、与板町）
・　長岡広域市町村圏内周辺地域モデル（小千谷市、
栃尾市、和島村、出雲崎町、山古志村、川口町、
小国町）
から構成され、これらの合計値として、
・　長岡広域市町村圏（13市町村合計）
の社会経済指標が決定される。
なお、各モデルの関連は図表１のとおりであり、新
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潟県モデルの人口、県内就業者数および県内総生産等
が長岡圏域の各モデルに影響を与え、さらに、長岡圏
域の３モデルは相互に域内純生産を介して影響を与え
る構造になっている。
（2）モデルの基本構造
長岡圏域モデルは、既に述べたように、長岡市モデ
ル、長岡広域都市計画区域モデル、長岡広域市町村圏
内周辺地域モデルから構成される。各モデルは、人口、
就業・従業、純生産、所得、財政のブロックで構成さ
れている（図表２参照）。モデルの構造は、新潟モデ
ルの結果を受ける形で、主要変数である人口が変化す
ることによって域内就業者数が変化し、生産水準や所
得水準に影響を与え、さらに、それらが財政関連変数
を変化させる形になっている。また、新潟県モデルの
アウトプットである民間資本ストック水準により、地
域の純生産が影響を受ける構造も含まれている。
各モデルとも、観測期間は1986年から1998年までの
13年間であり、推定期間は１期ラグを用いている関係
で、1987年から1998年の12サンプルである。推定法は
通常の最小二乗法（OLS）を用いた。長岡圏域モデル
は、図表３のとおりである。推定式の係数下の＜　＞
内はｔ値である。また、各推定式の下のＲＲは決定係
数、ＲＲＢは自由度修正済み決定係数、ＳＤは方程式
の標準誤差、ＤＷはダービン・ワトソン統計量、ＤＦ
は自由度、ＭＡＰＥは平均絶対誤差率である。
以下、各地域のモデルの基本的考え方を紹介する。
（3）長岡市モデル
人口（NN1）は、新潟県人口と長岡市の経済活動水
準を示す市内純生産で説明することができた。域内就
業者数（EE1）は労働供給を示す人口と労働需要を示
す域内純生産を用いた需給均衡の誘導形である。国勢
調査ベースの従業者数（EK1）は域内就業者数との統
計式を採用し、国勢調査ベースの就業者数（WK1）は
従業者数に加え、域外に通勤する人を考慮する目的で
人口を導入した。
域内純生産（YY1）は従業者１人当たりの純生産の
形での線型関数を採用した。なお、ストック変数につ
いては地域別のデータが入手できないため、長岡市の
域内就業者数の対新潟県内就業者数で按分して作成し
た。
所得ブロックに含まれる変数は、分配所得（YD1）、
雇用者所得（YDE1）、財産所得（YDP1）、企業所得
（YDC1）である。分配所得は、雇用者所得、財産所得、
企業所得の合計として定義される。雇用者所得は、地
図表１　各モデルの関係
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域が県などと異なり小地域であるため、長岡広域市町
村圏の域内純生産を用いた。財産所得は、金融資産に
係わる変数として前期雇用者所得と金利を、地代等の
継続的所得に係わる部分として前期財産所得を導入し
た。企業所得は賃金支払いに対応する雇用者所得を除
いた域内純生産と、借入金負担を示す金利に加え、景
気動向に影響を与える建設事業費を用いて推定した。
財政ブロックに含まれる変数のうち、歳入関連変数
は、歳入（REV1）、市町村民税（TAX1）、その他の歳
入（LGT1）であり、歳出関連変数は、歳出（EXT1）、
建設事業費（EXI1）、その他の歳出（EXZ1）である。
この歳入・歳出データは、市町村普通会計決算額であ
る。歳入は市町村民税、その他の歳入の合計として定
義される。市町村民税は、経済活動水準に大きく依存
することから、名目分配所得を変数として採用した。
その他の歳入は地方交付税、国庫支出金、地方債など
であり、歳出から市町村民税を差し引いた変数で説明
した。歳出は建設事業費、その他の歳出の合計である。
建設事業費は政策的なものであり、外生変数として扱
った。その他の歳出は人件費、物件費などであり、歳
出の基礎となる歳入を用いて推定した。
（4）長岡広域都市計画区域モデル
人口（NN2）は長岡市モデルと同様に、新潟県人口
と当該地域の経済活動水準を示す域内純生産で説明す
ることができた。域内就業者数（EE2）は労働需要を
示す域内純生産と直接的に労働需要を発生させる建設
事業費を用いて推定した。国勢調査ベースの従業者数
（EK2）は域内就業者数との統計式を採用し、国勢調査
ベースの就業者数（WK2）は従業者数に加え、域外に
通勤する人を考慮する目的で人口を導入した。
域内純生産（YY2）は従業者１人当たりの純生産の
形での線型関数を採用し、生産水準に影響を与えると
考えられる長岡市および広域市町村圏内周辺地域の純
生産を導入した。
所得ブロックに含まれる変数のうち、分配所得
（YD2）は、雇用者所得（YDE2）、財産所得（YDP2）、
企業所得（YDC2）の合計として定義される。雇用者
人口関連変数
　NNi ? 人口（千人，内生）
その他の変数
　INT? 地方銀行貸出約定平均金利（％，外生）  
　Dn? ダミー：ｎ年＝１，それ以外＝０
　Dnm? ダミー：ｎ年～ｍ年間＝１，それ以外＝０
就業・従業関連変数
　EEi? 域内就業者数（千人，内生）
　EKi? 従業者数＜国調ベース＞（千人，内生）
　WKi? 就業者数＜国調ベース＞（千人，内生）
純生産関連変数
　YYi? 域内純生産（十億円：実質，内生）
所得関連変数
　YDi? 市町村民所得（十億円：実質，内生）
　YDEi? 雇用者所得（十億円：実質，内生）
　YDPi? 財産所得（十億円：実質，内生）
　YDCi? 企業所得（十億円：実質，内生）
財政関連変数
　REVi? 歳入（十億円：名目，内生）
　TAXi? 市町村民税（十億円：名目，内生）
　LGTi? その他の歳入（十億円：名目，内生）
　EXTi? 歳出（十億円：名目，内生）
　EXIi? 建設事業費（十億円：名目，外生）
　EXZi ? その他の歳出（十億円：名目，内生）
新潟県関連変数
　NNN? 新潟県人口（千人，外生）
　NEE? 県内就業者数（千人，外生）
　NYY? 県内総生産（十億円：実質，外生）
　NKP?民間企業資本ストック（十億円：実質，外生）?
　NDEF?県内総支出デフレーター（1990暦年＝１，外生）
図表２　長岡圏域モデルの変数一覧
注１）ｉは地域を表す。
ｉ＝１：長岡市
ｉ＝２：長岡広域都市計画区域（見附市，中之島町，越路町，三島町，与板町）
ｉ＝３：長岡広域市町村圏内周辺地域（小千谷市，栃尾市，和島村，出雲崎町，山古志村，川口町，小国町）
ｉ＝０：長岡広域市町村圏（13市町村計）
注２）変数種類の「内生」は内生変数、「外生」は外生変数である。
注３）価格表示データの実質は1990暦年価格表示である。
44
所得は、その源泉である域内純生産を基本とし、賃金
の硬直性を考慮して域内純生産の増分をマイナスで取
り込んだ。財産所得は、長岡市モデルと同様に、金融
資産に係わる変数として前期雇用者所得と金利を、地
代等の継続的所得に係わる部分として前期財産所得を
導入した。企業所得は賃金支払いに対応する雇用者所
得を除いた域内純生産と、借入金負担を示す金利に加
え、景気動向に影響を与えると考えられる実質歳出を
導入することができた。
財政ブロックに含まれる変数のうち、歳入関連変数
は、歳入（REV2）、市町村民税（TAX2）、その他の歳
入（LGT2）であり、歳出関連変数は、歳出（EXT2）、
建設事業費（EXI2）、その他の歳出（EXZ2）である。
歳入は市町村民税、その他の歳入の合計として定義さ
れる。市町村民税およびその他の歳入の定式化は、長
岡市と同様の形を採用できた。歳出は建設事業費、そ
の他の歳出の合計である。建設事業費は外生変数とし
て扱った。その他の歳出は、歳出の基礎となる歳入を
用いて推定した。
（5）長岡広域市町村圏内周辺地域モデル
人口（NN3）は、この地域の人口がサンプル期間中、
減少傾向にあり、他の２地域と同様の形式で有意な推
定結果を得ることができなかった。そこで、県人口に
対するシェアを被説明変数とし、トレンドと経済活動
水準を示す生産の県内シェアを用いて推定した。域内
就業者数（EE3）は労働供給を示す人口と労働需要を
示す域内純生産および短期的に労働需要を発生させる
建設事業費を用いた需給均衡の誘導形である。国勢調
査ベースの従業者数（EK3）は域内就業者数との、国
勢調査ベースの就業者数（WK3）は国勢調査ベースの
従業者数との統計式を採用した。
域内純生産（YY3）は従業者１人当たりの純生産の
形での線型関数を採用し、生産水準に影響を与えると
考えられる長岡市および広域都市計画区域の純生産を
導入した。
所得ブロックに含まれる変数のうち、分配所得
（YD3）は、雇用者所得（YDE3）、財産所得（YDP3）、
企業所得（YDC3）の合計として定義される。雇用者
所得は、広域都市計画区域モデルと同様に、その源泉
である域内純生産を基本とし、賃金の硬直性を考慮し
て域内純生産の増分をマイナスで取り込んだ。財産所
得は、他の２地域のモデルと同様に、金融資産に係わ
る変数として前期雇用者所得と金利を、地代等の継続
的所得に係わる部分として前期財産所得を導入した。
企業所得は賃金支払いに対応する雇用者所得と所得の
別項目である財産所得を除いた域内純生産と、この地
域が公共投資依存が強いことから建設事業費を用いて
説明した。
財政ブロックに含まれる変数のうち、歳入関連変数
は、歳入（REV3）、市町村民税（TAX3）、その他の歳
入（LGT3）であり、歳出関連変数は、歳出（EXT3）、
建設事業費（EXI3）、その他の歳出（EXZ3）である。
この財政ブロックについては、長岡広域都市計画区域
モデルと全く同様のモデル式を採用した。
図表３　長岡圏域モデル一覧
＜長岡市モデル＞
 NN1 = -467.69799 +.25703658*(NNN) +.03141115*(YY1)-1 
        < -4.718>   < 6.326>          < 6.993> 
          RR=0.9704  RRB=0.9638  SD=.60951072   DW=2.572  DF=9   MAPE=0.21 
 EE1 = -65.021294 +.85390560*(NN1) +3.663D-02*(YY1)   
       < -2.213>  < 4.551>         < 2.981> 
          RR=0.9593  RRB=0.9502  SD=.99704057   DW=1.743  DF=9   MAPE=0.62 
 EK1 = .46030216 +.97209231*(EE1)   
       < 12.063> < 2985.765> 
          RR=1.0000  RRB=1.0000  SD=4.826D-03   DW=0.968  DF=10  MAPE=0.00 
 WK1 = -8.4371825 +.76255471*(EK1) +.10436302*(NN1)   
       < -1.969>  < 26.638>        < 2.687> 
          RR=0.9991  RRB=0.9990  SD=.11773157   DW=1.289  DF=9 　MAPE=0.08 
 YY1/EE1 = 4.2243352 +6.976D-02*(((NKP)-1*EE1/NEE)/EE1) -.40430015*(D87) +.32633041*(D91) 
           < 26.946> < 4.716>                          < -4.306>        < 3.910>         
           +.22964528*(D96)   
           < 2.705> 
          RR=0.9426  RRB=0.9097  SD=7.774D-02   DW=2.455  DF=7   MAPE=0.94 
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 YY1 = (YY1/EE1) *EE1  
 YDE1 = -126.65562 +.53280544*(YY0) -15.995957*(D91)   
        < -4.277>  < 17.226>        < -1.948> 
          RR=0.9706  RRB=0.9640  SD=7.8316201   DW=1.449  DF=9   MAPE=1.40 
 YDP1 = -7.1209784 +3.782D-02*(YDE1)-1 +.40106255*(YDP1)-1 +4.1426694*(INT) +3.0667111*(D95) 
        < -0.928>  < 1.921>            < 4.389>           < 6.632>         < 1.633>         
          RR=0.9782  RRB=0.9657  SD=1.6371395   DW=2.534  DF=7   MAPE=2.44 
 YDC1 = 17.436759 +.49736156*(YY1-YDE1) -4.6061179*(INT)-1 +2.2569286*(EXI1/NDEF) +36.520264*(D872) 
        < 0.774>  < 3.925>              < -6.207>         < 3.794>            < 9.194>       
        +25.318462*(D89)   
        < 5.768> 
          RR=0.9479  RRB=0.9045  SD=3.7800719   DW=2.206  DF=6   MAPE=1.84 
 YD1 = YDE1 +YDP1 +YDC1  
 TAX1 = -1.4708018 +4.963D-02*(YD1*NDEF)   
        < -0.960>  < 18.620> 
          RR=0.9720  RRB=0.9692  SD=.49145071   DW=2.094  DF=10  MAPE=1.47 
 LGT1 = 2.3682873 +.95904545*(EXT1-TAX1)   
        < 3.229>  < 44.269> 
          RR=0.9949  RRB=0.9944  SD=.55624108   DW=2.801  DF=10  MAPE=1.39 
 REV1 = TAX1 +LGT1  
 EXZ1 = -4.6759150 +.81121225*(REV1) +5.5302540*(D98) 
      < -1.588>  < 16.782>         < 3.315> 
          RR=0.9753  RRB=0.9698  SD=1.5271171   DW=2.469  DF=9   MAPE=1.85 
 EXT1 = EXI1 +EXZ1  
 
 
 NN2 = -21.283635 +3.919D-02*(NNN) +5.197D-02*(YY2)-1 
       < -0.445>  < 1.984>         < 5.649> 
          RR=0.9539  RRB=0.9436  SD=.22466393   DW=1.288  DF=9   MAPE=0.20 
 EE2 = 34.865164 +7.839D-03*(YY2) +4.985D-02*(EXI2/NDEF) -.34405330*(D88) -.40823235*(D96)  
       < 41.926> < 1.418>        < 1.484>              < -1.968>        < -2.267>         
       -.27761536*(D97) -.76587863*(D98)  
       < -1.544>        < -4.581>          
          RR=0.8737  RRB=0.7221  SD=.14912667   DW=2.083  DF=5   MAPE=0.16 
 EK2 = -1.2812942 +1.0187903*(EE2) +5.972D-02*(D875)   
       < -2.008>  < 58.269>        < 6.218> 
          RR=0.9974  RRB=0.9968  SD=1.621D-02   DW=1.311  DF=9   MAPE=0.03 
 WK2 = -63.003477 +1.2886150*(EK2) +.73029907*(NN2)   
       < -10.634> < 10.816>        < 20.306> 
          RR=0.9799  RRB=0.9755  SD=.10804731   DW=1.586  DF=9   MAPE=0.16 
 YY2/EE2 = 1.7327607 +6.461D-02*(((NKP)-1*EE2/NEE)/EE2) +2.862D-03*(YY1+YY3) +.12988639*(D933)  
           < 5.097>  < 2.704>                          < 4.138>             < 2.998>         
          RR=0.9729  RRB=0.9627  SD= 6.291D-02   DW=1.498  DF=  8  MAPE=  0.92 
 YY2 = (YY2/EE2) *EE2  
 YDE2 = -103.05358 +1.4376690*(YY2) -1.0660983*(YY2-(YY2)-1) +5.6042637*(D90) -7.1371203*(D932) 
        < -9.395>  < 22.485>        < -5.280>               < 2.081>         < -3.700>         
          RR=0.9895  RRB=0.9836  SD=2.3035731   DW=2.513  DF=7   MAPE=1.02 
 YDP2 = -.70764577 +2.460D-02*(YDE2)-1 +.47996129*(YDP2)-1 +1.4716287*(INT) +1.0819271*(D95) 
        < -0.276>  < 1.418>           < 5.998>           < 6.469>         < 1.549>         
          RR=0.9803  RRB=0.9690  SD=.61265570   DW=2.593  DF=7   MAPE=2.19 
 YDC2 = 29.943875 +.40842810*(YY2-YDE2) -1.0353405*(INT)-1 +.21228035*(EXT2/NDEF) -3.2979784*(D87) 
        < 17.139> < 12.844>             < -8.654>         < 4.801>               < -6.387>        
        -4.2997536*(D90) +7.6984769*(D96)  
        < -9.139>        < 17.228>          
          RR=0.9932  RRB=0.9850  SD=.39200201   DW=2.540  DF=5   MAPE=0.44 
 YD2 = YDE2 +YDP2 +YDC2  
 TAX2 = 1.2604287 +3.044D-02*(YD2*NDEF) +.56283365*(D97)   
        < 2.838>  < 14.017>             < 2.971> 
          RR=0.9662  RRB=0.9586  SD=.17213114   DW=1.825  DF=9   MAPE=1.56 
＜長岡広域都市計画区域（見附市、中之島町、越路町、三島町、与板町）モデル＞
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 LGT2 = -.15527725 +1.0444830*(EXT2-TAX2) +.54234556*(D98)   
        < -0.733>  < 105.697>             < 3.505> 
          RR=0.9993  RRB=0.9991  SD=.14244258   DW=1.073  DF=9   MAPE=0.47 
 REV2 = TAX2 +LGT2  
 EXZ2 = -.38094055 +.72267834*(REV2) -1.5434978*(D872) -3.5077585*(D92)  
        < -0.314>  < 18.658>         < -2.893>         < -6.484>         
          RR=0.9904  RRB=0.9869  SD=.49282676   DW=2.294  DF=8   MAPE=1.63 
 EXT2 = EXI2 +EXZ2  
 
 
 NN3/NNN = -1.369D-03 +.98528810*(NN3/NNN)-1 +6.728D-02*(YY3/NYY)-1 -1.131D-04*(D90) 
           < -1.545>  < 49.737>             < 1.336>              < -1.513>        
           -1.105D-04*(D92)   
           < -1.839> 
          RR=0.9987  RRB=0.9979  SD= 5.572D-05   DW=1.628  DF=  7  MAPE=  0.08 
 NN3 =(NN3/NNN)*NNN  
 EE3 = -14.316895 +.55400293*(NN3) +3.417D-02*(YY3)-1 +.13638518*(EXI3/NDEF) 
       < -1.385>  < 6.897>         < 2.776>          < 3.309>            
          RR=0.9592  RRB=0.9440  SD=.20576189   DW=2.210  DF=8   MAPE=0.24 
 EK3 = -.95614431 +1.0039640*(EE3) +2.256D-02*(D874)   
       < -7.797>  < 397.646>       < 5.063> 
          RR=1.0000  RRB=1.0000  SD=5.730D-03   DW=2.058  DF=9   MAPE=0.01 
 WK3 = 6.8023699 +.97261544*(EK3) +.14103584*(D907)   
       < 7.952>  < 54.689>        < 4.643> 
          RR=0.9971  RRB=0.9964  SD=5.166D-02   DW=2.004  DF=9   MAPE=0.07 
 (YY3/EE3) = .40782315 +.11965747*(((NKP)-1*EE3/NEE)/EE3) +3.392D-03*(YY1+YY2) +.16481528*(D892)  
             < 1.336>  < 5.734>                          < 5.301>             < 3.558>       
             -8.037D-02* (D92   )   
             < -1.386> 
          RR=0.9888  RRB=0.9823  SD=5.386D-02   DW=2.100  DF=7   MAPE=0.71 
 YY3 = (YY3/EE3) *EE3  
 YDE3 = -26.004775 +.91180430*(YY3) -.39389262*(YY3-(YY3)-1)   
        < -2.390>  < 17.541>        < -2.371> 
          RR=0.9746  RRB=0.9689  SD=2.8069977   DW=1.082  DF=9   MAPE=1.26 
 YDP3 = -1.2890110 +1.662D-02*(YDE3)-1 +.52378575*(YDP3)-1 +1.7517079*(INT) +1.5049518*(D89) 
        < -0.741>  < 1.490>           < 11.738>          < 12.997>        < 3.832>         
        +1.6799104*(D95) +1.6144893*(D97)  
        < 4.154>         < 3.523>          
          RR=0.9971  RRB=0.9936  SD=.35302931   DW=2.659  DF=5   MAPE=0.83 
 YDC3 = 27.478117 +.32217450*(YY3-YDE3-YDP3) +.82770097*(EXI3/NDEF) +5.4766750*(D88) 
        < 4.673>  < 1.969>                   < 2.019>               < 1.858>     
        -5.7392491*(D972) +4.7515661*(D872)   
        < -2.633>         < 1.914> 
          RR=0.8533  RRB=0.7311  SD=2.0761687   DW=2.594  DF=6   MAPE=2.62 
 YD3 = YDE3 +YDP3 +YDC3  
 TAX3 = -1.7578637 +4.471D-02*(YD3*NDEF) +.52213595*(D87) +.41613801*(D97)  
        < -2.514>  < 14.933>             < 2.428>         < 2.524>         
          RR=0.9802  RRB=0.9728  SD=.15088569   DW=2.631  DF=8   MAPE=1.06 
 LGT3 = -.10205765 +1.0435319*(EXT3-TAX3)   
        < -0.198>  < 66.849> 
          RR=0.9978  RRB=0.9975  SD=.33386595   DW=1.760  DF=10  MAPE=0.67 
 REV3 =TAX3 +LGT3  
 EXZ3 = .60718661 +.66297000*(REV3) +2.0989251*(D91) +3.0477956*(D972)  
        < 0.699>  < 31.785>         < 4.297>         < 7.457>      
          RR=0.9952  RRB=0.9934  SD=.46212161   DW=2.203  DF=8   MAPE=0.99 
 EXT3 =EXI3 +EXZ3  
 
＜長岡広域市町村圏内周辺地域（小千谷市、栃尾市、和島村、出雲崎町、山古志村、川口町、小国町）モデル＞
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（6）長岡圏域モデルのファイナル・テスト結果
長岡圏域モデルの適合結果を確認するため、推定期
間（1987～1998）の全期間にわたってファイナル・テ
ストを行った。ファイナル・テスト結果一覧をみると、
財政関連変数を中心に相関係数が低い変数やMAPEが
３．長岡圏域の社会経済の長期予測
（1）長岡圏域モデルのケース想定
各モデルは、新潟県が作成している市町村民所得統
計のデータが1986年から1998年の期間で利用できるの
みであり、サンプル期間が短く、長期予測を行うこと
にはかなり無理がある。しかし、地域の将来の方向性
を見極めるためには、長期予測が望まれるという必要
性もある。したがって、ここでは、多少の統計学的問
題点に眼をつむって、一つの試算として長期予測を行
なう。
長岡圏域モデルで用いられている新潟県関連外生変
数は、人口（NNN）、県内就業者数（NEE）、県内総生
産（NYY）、民間資本ストック（NKP）、デフレーター
（NDEF）である。これらの外生変数は、新潟県モデル
の予測値であり、ここでは文献４のケース３の予測結
果を用いた。また、地方銀行貸出約定平均金利（INT）
の想定も、新潟県モデルと同様である。その概要は、
図表５のとおりである。詳細は文献４を参照された
い。
（2）長岡圏域の社会経済の予測結果
新潟県モデルを上位モデルとして、長岡圏域３地域
モデルを用いて、上記シミュレーションを実施した結
果は、図表６のとおりである。
①　人口・就業の予測結果
長岡広域市町村圏（以下、長岡圏域）の人口は、
1986年が371.32千人（県全体の15.0％）、1998年が
374.39千人（同、15.0％）、2025年が276.45千人（同、
11.9％）と大幅に減少する。この結果を見る限りにお
いて、新潟県内の成長地域は新潟市周辺であり、県内
第２の圏域である長岡圏域は没落していく可能性があ
る。長岡圏域内を地域別にみると、1998年と比較して
2025年は、長岡市では47.57千人の減少（24.6％の減少）、
長岡都市計画区域（以下、都市圏内）では5.85千人の
減少（同、6.8％の減少）、長岡広域市町村圏周辺地域
（以下、周辺地域）では44.52千人の減少（同、46.9％
の減少）となり、全域で人口減少する。とりわけ、高
齢化が進んでいる周辺地域で人口減少が著しく、また、
長岡市でもかなり人口が減少する可能性がある。これ
は、長岡市の中心市街地の空洞化、住宅地の外延化の
影響を受けているものと思われる。圏域内人口構成比
は、1998年時点で長岡市が51.7％、都市圏内が23.0％、
周辺地域が25 .3％であるが、2025年には長岡市が
52.8％、都市圏内が29.0％、周辺地域が18.2％となる。
高い変数が見られるが、対象地域が小地域であり変化
が激しいことを考慮すると、全体の動きをトレースす
ることは、ほぼできていると判断し、長期予測を実施
することにした。
図表４　長岡圏域モデルのファイナル・テスト結果一覧
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国勢調査ベースの従業者数をみると、1998年時点で
長岡市が118.48千人（圏域内構成比59.2％）、都市圏内
が35.27千人（同、17.6％）、周辺地域が46.37千人（同、
23.2％）であるが、2025年には長岡市が76.01千人（圏
域内構成比58.4％）、都市圏内が35.45千人（同、27.2％）、
周辺地域が18.64千人（同、14.3％）となる。就従比
（＝従業者数／就業者数）をみると、1998年時点で長
岡市が1.16、都市圏内が0.78、周辺地域が0.89であるが、
2025年には長岡市が1.17、都市圏内が0.86、周辺地域
が0.75となり、依然として、圏域内では長岡市の中心
性が高い。また、周辺地域の就業機会の減少分は、都
市圏内に就業の場を求める傾向も見られる。
②　域内純生産・所得の予測結果
域内純生産の動きをみると、長岡圏域全体では1986
年の783 .53十億円（1990暦年価格）が1998年には
1017.46十億円とこの間年平均2.20％で成長してきた。
しかしながら、2025年には817.58十億円と経済規模は
縮小し、1998年からの年平均成長率もマイナス0.81％
と厳しい状況が続く。長岡市では1986年～1998年の年
平均成長率2.32％が、1998年～2025年にはマイナス
0.81％に、都市圏内では1.58％が0.41％に、周辺地域で
は2.37％がマイナス2.13％と予測された。その結果、
1998年の域内純生産の構成比、長岡市60.5％、都市圏
内17.4％、周辺地域22.0％が、2025年には長岡市60.5％、
都市圏内24.2％、周辺地域15.3％となり、周辺地域の
過疎化が進むことになる。
市町村民所得は、長岡市への通勤があるため、域内
純生産に比べて都市圏内および周辺地域の構成比が高
くなっている。人口一人当たりの所得を計算すると、
1998年では長岡市2997千円、都市圏内2482千円、周辺
地域2400千円が、2025年には長岡市3154千円、都市圏
内2978千円、周辺地域2848千円となり、各地域とも
1998年よりも高くなる。
③　財政構造の予測結果
長岡圏域の歳入は、1986年の92.89十億円（名目値）
が1998年には155.69十億円とこの間年平均4.40％で成
長してきた。1998年以降は税収の落ち込みによる歳入
の伸びの低下により、年平均0.22％の伸びに止まり、
2025年で165.26十億円となる。地域別構成比は、1998
年の長岡市45.1％、都市圏内22.5％、周辺地域32.4％が、
2025年には長岡市44.9％、都市圏内23.5％、周辺地域
31.6％となる。ここで注意が必要な点は、歳入は市町
村民税とその他の歳入で構成されるが、その他の歳入
は税収不足を補う形で交付金の給付や地方債の発行が
なされているため、それほど落ち込まない構造になっ
ている点である。
そこで、歳出に占める市町村民税の割合を計算する
と、長岡市では1986年の46.6％が、1998年には42.7％
まで低下し、2025年には34.7％となってしまう。都市
圏内では、1986年の29.5％が、1998年には24.6％まで
低下しているが、2025年には26.5％と若干持ち直す。
周辺地域では1986年の24.7％が、19.0％まで落ち込ん
でおり、さらに、2025年には11.6％となり、行政サー
ビスの維持が難しい状況に追い込まれる。
県の公的投資総額は依然として過去のトレンドにしたがって増加すると想定するが、道路関連公
的投資、農水産関連公的投資、産業関連公的投資、国土保全関連公的投資を各々１０％削減し、
その分を下水道、廃棄物処理、水道施設、都市公園、文教という生活関連公的投資にまわしたケ
ースである。必ずしも一致していないが、「骨太の方針」に沿ったケースといえる。
新潟県人口：1998年＝2491千人、2010年＝2390千人、2025年＝2327千人
県内就業者：1998年＝1348千人、2010年＝1285千人、2025年＝1248千人
県内総生産：1998年＝9088十億円、2010年＝10799十億円、2025年＝12125十億円（1990暦年価格）
民間資本ストック：1998年＝18757十億円、2010年＝28161十億円、2025年＝38942十億円
　　　　　　　　（1990暦年価格） 
地方銀行貸出約定平均金利：最近の経済動向からしばらくは低金利が続くと想定し、その後緩や
　　かに上昇すると想定した。ちなみに金利４％は1994年水準である。
　 （1998年＝2.4％、2010年＝3.2％、2025年＝4.0％）
建設事業費：県の公的投資もトレンドを用いていることから、過去のトレンドから各地域とも
　　1998年以降、年0.5％で成長すると想定した。実際の想定値は、「図表６ 長岡圏域モデルの
　　シミュレーション結果一覧」を参照されたい。
ケース想定
の考え方
県モデルの
予測値
その他の
外生変数
図表５　シミュレーションの前提条件
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予測値
1986～ 1998～
1998年 2025年 1998年 2025年
年平均成長率（％）実　　績　　値
1986年 1998年 2025年 1986年
地域間構成比（％）
NN1 千人 内生 183.98 193.52 145.95 0.42 △ 1.04 49.5 51.7 52.8
NN2 千人 内生 83.29 86.03 80.18 0.27 △ 0.26 22.4 23.0 29.0
NN3 千人 内生 104.05 94.84 50.32 △ 0.77 △ 2.32 28.0 25.3 18.2
NN0 千人 内生 371.32 374.39 276.45 0.07 △ 1.12 100.0 100.0 100.0
EE1 千人 内生 109.64 121.42 77.72 0.85 △ 1.64 55.7 59.4 58.3
EE2 千人 内生 36.49 35.88 36.05 △ 0.14 0.02 18.6 17.6 27.0
EE3 千人 内生 50.55 47.14 19.52 △ 0.58 △ 3.21 25.7 23.1 14.6
EE0 千人 内生 196.67 204.44 133.29 0.32 △ 1.57 100.0 100.0 100.0
EK1 千人 内生 107.04 118.48 76.01 0.85 △ 1.63 55.5 59.2 58.4
EK2 千人 内生 35.98 35.27 35.45 △ 0.17 0.02 18.7 17.6 27.2
EK3 千人 内生 49.82 46.37 18.64 △ 0.60 △ 3.32 25.8 23.2 14.3
EK0 千人 内生 192.84 200.12 130.10 0.31 △ 1.58 100.0 100.0 100.0
WK1 千人 内生 92.78 101.99 64.75 0.79 △ 1.67 48.3 51.2 49.5
WK2 千人 内生 44.01 45.43 41.23 0.26 △ 0.36 22.9 22.8 31.5
WK3 千人 内生 55.14 51.88 24.94 △ 0.51 △ 2.68 28.7 26.0 19.0
WK0 千人 内生 191.92 199.30 130.92 0.31 △ 1.54 100.0 100.0 100.0
YY1 十億円 実質 内生 467.61 616.04 494.42 2.32 △ 0.81 59.7 60.5 60.5
YY2 十億円 実質 内生 146.73 177.19 197.80 1.58 0.41 18.7 17.4 24.2
YY3 十億円 実質 内生 169.19 224.23 125.37 2.37 △ 2.13 21.6 22.0 15.3
YY0 十億円 実質 内生 783.53 1017.46 817.58 2.20 △ 0.81 100.0 100.0 100.0
YD1 十億円 実質 内生 457.06 580.04 460.36 2.01 △ 0.85 56.8 56.8 54.6
YD2 十億円 実質 内生 158.74 213.54 238.75 2.50 0.41 19.7 20.9 28.3
YD3 十億円 実質 内生 188.45 227.65 143.33 1.59 △ 1.70 23.4 22.3 17.0
YD0 十億円 実質 内生 804.25 1021.23 842.45 2.01 △ 0.71 100.0 100.0 100.0
YDE1 十億円 実質 内生 298.24 428.77 308.96 3.07 △ 1.21 56.5 56.4 53.1
YDE2 十億円 実質 内生 104.03 158.92 180.92 3.59 0.48 19.7 20.9 31.1
YDE3 十億円 実質 内生 125.90 172.85 91.64 2.68 △ 2.32 23.8 22.7 15.8
YDE0 十億円 実質 内生 528.17 760.54 581.52 3.09 △ 0.99 100.0 100.0 100.0
YDP1 十億円 実質 内生 35.93 31.89 35.85 △ 0.99 0.43 53.4 53.5 51.2
YDP2 十億円 実質 内生 14.41 13.35 18.47 △ 0.63 1.21 21.4 22.4 26.4
YDP3 十億円 実質 内生 16.99 14.32 15.71 △ 1.42 0.34 25.2 24.0 22.4
YDP0 十億円 実質 内生 67.33 59.56 70.03 △ 1.02 0.60 100.0 100.0 100.0
YDC1 十億円 実質 内生 122.89 119.38 115.55 △ 0.24 △ 0.12 58.9 59.4 60.5
YDC2 十億円 実質 内生 40.30 41.28 39.36 0.20 △ 0.18 19.3 20.5 20.6
YDC3 十億円 実質 内生 45.56 40.48 35.98 △ 0.98 △ 0.43 21.8 20.1 18.8
YDC0 十億円 実質 内生 208.76 201.13 190.89 △ 0.31 △ 0.19 100.0 100.0 100.0
REV1 十億円 名目 内生 44.39 70.25 74.24 3.90 0.20 47.8 45.1 44.9
REV2 十億円 名目 内生 20.39 35.07 38.86 4.62 0.38 21.9 22.5 23.5
REV3 十億円 名目 内生 28.11 50.37 52.16 4.98 0.13 30.3 32.4 31.6
REV0 十億円 名目 内生 92.89 155.69 165.26 4.40 0.22 100.0 100.0 100.0
TAX1 十億円 名目 内生 20.42 29.44 25.63 3.10 △ 0.51 61.8 62.8 62.0
TAX2 十億円 名目 内生 5.90 8.27 9.88 2.86 0.66 17.8 17.6 23.9
TAX3 十億円 名目 内生 6.74 9.16 5.84 2.59 △ 1.65 20.4 19.5 14.1
TAX0 十億円 名目 内生 33.06 46.86 41.35 2.95 △ 0.46 100.0 100.0 100.0
LGT1 十億円 名目 内生 23.97 40.81 48.61 4.53 0.65 40.1 37.5 39.2
LGT2 十億円 名目 内生 14.49 26.80 28.98 5.26 0.29 24.2 24.6 23.4
LGT3 十億円 名目 内生 21.37 41.21 46.32 5.62 0.43 35.7 37.9 37.4
LGT0 十億円 名目 内生 59.83 108.83 123.91 5.11 0.48 100.0 100.0 100.0
EXT1 十億円 名目 内生 43.83 69.00 73.85 3.85 0.25 48.1 45.7 45.7
EXT2 十億円 名目 内生 19.97 33.56 37.25 4.42 0.39 21.9 22.2 23.1
EXT3 十億円 名目 内生 27.28 48.27 50.33 4.87 0.16 30.0 32.0 31.2
EXT0 十億円 名目 内生 91.07 150.82 161.43 4.29 0.25 100.0 100.0 100.0
EXI1 十億円 名目 外生 13.85 11.16 12.77 △ 1.78 0.50 50.0 37.1 37.1
EXI2 十億円 名目 外生 7.11 8.35 9.55 1.35 0.50 25.7 27.8 27.8
EXI3 十億円 名目 外生 6.73 10.57 12.09 3.84 0.50 24.3 35.1 35.1
EXI0 十億円 名目 外生 27.69 30.08 34.41 0.69 0.50 100.0 100.0 100.0
EXZ1 十億円 名目 内生 29.98 57.84 61.08 5.63 0.20 47.3 47.9 48.1
EXZ2 十億円 名目 内生 12.86 25.21 27.70 5.77 0.35 20.3 20.9 21.8
EXZ3 十億円 名目 内生 20.55 37.70 38.24 5.19 0.05 32.4 31.2 30.1
EXZ0 十億円 名目 内生 63.39 120.75 127.02 5.52 0.19 100.0 100.0 100.0
図表６　長岡圏域モデルのシミュレーション結果一覧
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４．持続可能な地域経済の実現にむけて
本稿を終わるにあたって、新潟県モデルおよび長岡
圏域モデルを用いて行なったシミュレーション結果を
ふまえ、持続可能な地域経済への方向を検討する。
これ以上、結果を繰り返し表現することは紙幅の無
駄でもあり、また、非常に気が滅入るため行わないが、
長岡圏域全体に非常に厳しいものである。もっとも、
この予測は、サンプル期間が短く、かつ、サンプル期
間の後半がバブル崩壊後の低成長期（一部年度ではマ
イナスも見られる）であることから、長期予測を行な
った場合にはその傾向を引きずっている可能性が高
い。さらに、人口予測でもわかるように、人口や就業
も大幅に減少するため、経済活動水準は縮小均衡して
いるものと思われる。したがって、この予測値がその
まま2025年の社会経済の状況を示しているとは私自身
も考えてはいないが、何もしなければこのようなシナ
リオが描かれる可能性はある。とりわけ、長岡市から
長岡都市計画区域への外延化は、地価格差や自動車を
利用した生活スタイルの拡大により、長期的には進む
傾向がある。一方で、長岡広域市町村圏周辺地域の過
疎化は、高齢者の増加や自然環境の相対的厳しさを背
景に進むものと思われる。市町村合併が検討されてい
る現在、市域がどのようになるかは流動的であるが、
いずれにしても広域市町村圏全体に隈無く投資をして
地域全体を活性化していくことは難しい状況にある。
もちろん、経済発展だけが地域に住む人々にとって重
要なわけではないが、さりとて環境のみが重要なわけ
ではないのである。
平成13年６月26日に閣議決定された「今後の経済財
政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」い
わゆる『骨太の方針』は、①自助自立の精神と②資本
主義の原則を前提として経済運営の基本方針をまとめ
たものである。その目標は、明示的には示されていな
いようであるが、雇用の場を創出し、景気を回復させ、
持続的成長を実現させることにある。そのための方策
として、a経済再生のための不良債権問題の抜本的解
決と、s経済社会の活性化のための７つの改革プログ
ラムがあげられている。以下、改革プログラムの内容
を簡単にまとめておく。①民営化と規制改革プログラ
ムは、民間に出来ることは民間でという当たり前のこ
とを述べているにすぎない。規制という形での政府の
介入は避けるべきであり、具体的には、特殊法人の見
直しと民営化・補助金削減、郵政事業の民営化、医
療・介護・福祉・教育などの分野への競争原理の導入
である。②チャレンジャー支援プログラムは、90年代
に入って、経済がグローバル化し、誰とでも取り引き
できるようになったために起こったハイリスク・ハイ
リターンの世界に適した社会の創造が必要ということ
である。したがって、チャレンジする人を大切にする
社会を創造することを目的に、具体的には投資家・起
業家への税制・諸制度の検討、ＩＴ革命の推進があげ
られている。③保険機能強化プログラムでは、終身雇
用制度の崩壊により、失業・倒産などはある種の確率
で存在することを前提にした制度を作ろうというもの
である。したがって、保険機能を確立する必要がある。
具体的には、社会保障制度、年金制度、医療サービス
の効率化と医療費の経済動向との連動を考えている。
④知的資産倍増プログラムでは人材育成の必要性をあ
げている。つまり、一人ひとりの能力を高めなければ
今の生活水準を維持することができない。それには、
今のシステムでは対応できない。具体的には、人材大
国と科学技術創造立国の実現、個人への支援としての
奨学金の充実や社会人に対する自己啓発の支援、民間
からの教育研究資金の流入の活発化があげられてい
る。⑤生活維新プログラムでは、生活の豊かさが社会
の豊かさに結びつく制度にしていくような育児や女性
の社会進出への支援、環境に応じた対応を生活維新と
して考えている。具体的には、職住接近を目指した多
機能高層都市プログラムの推進、働く女性に優しい社
会の構築を目指した税や社会保障制度の個人単位化、
バリアフリー化の推進などがあげられている。⑥地方
自立・活性化プログラムでは、個性ある地方の発展を
めざして、地方ができることは地方に任せると言って
いる。その結果として、市町村の再編、地方財政の立
て直し、国庫補助負担金の整理合理化、地方交付税制
度の見直し、地方税の充実確保の導入があげられてい
る。⑦財政改革プログラムでは、予算の硬直性の打破
と特定財源の見直しがあげられている。
このうち、①～⑤および⑦については、個別経済主
体が競争力を発揮できるための方策であり、このこと
が直接地域の活性化をもたらすわけではない。否、地
域間格差を拡大する方向への力が大きいように思われ
る。地域経済に直接的に関連するのは、地方自立・活
性化プログラムであるが、そこでは地方交付税を削減
するという政府の意志が現れている。『骨太の方針』
の中では、「個性ある地方の発展」、「ストップ、国の
手出し、口出し」、「美しい日本の維持、創造。おいし
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い水、きれいな空気」などと言っているが、要するに
国は何も手助けしないというように私には感じられ
る。他のプログラムが比較的具体的なのに対して、非
常に象徴的・抽象的である。
では、どのようにして、持続可能な地域経済を実現
するのかということが問題になるが、原田（文献２）
は、21世紀型まちづくり－持続可能な発展の戦略－の
基本的考え方、視点として、①構造改革は地域・都市
の持続可能性を問うており、その先行きは地域にとっ
て厳しく地域主権の考え方を共有し、深めること。②
市町村合併など地域に突きつけられた問題は多いが、
ビジョンと戦略の明確化が必要であること。③財政危
機状態の現状から、かつての陳情型政治は終焉を迎え、
産学官民のパートナーシップの多様性の確立が必要で
あることをあげ、さらに、基本方針として、①雇用創
出を第１に、失業者対策、能力再訓練対策、高度専門
人材育成対策を地域レベルで自前で行うための自治
体、産業界、大学等教育機関のパートナーシップの確
立。②知識創造型産業への転換をめざした新産業創造
の拠点とシステムの創出。具体的には、起業家を排出
するサイエンスパークとインキュベータの創造、新産
業クラスターとしての知識・情報活用型のクラスター
の創出、コーディネート機能の形成・充実を提案して
いる。③新しい社会資本の形成。具体的には、情報環
境の整備、個性と豊かさを持ったハード整備が紹介さ
れている。④産学公民方式を支援する税制等の整備、
をあげている。
上述の骨太の方針は、ミクロ経済的な対策であり、
市場をいかに効率的にするかということにその中心が
置かれているが、長期経済停滞の今日、マクロ的な経
済政策もある程度は必要になると言わざるを得ない。
しかしながら、国と地方は莫大な財政赤字を持ってお
り、従来のような中央政府依存型の公共投資による地
域振興や大規模資本の地域への誘致による地域振興の
ような外発的成長は今後期待できない。また、わが国
の高コスト構造（賃金ばかりでなく、様々なサービス
等も含めて）が、産業の空洞化をもたらすのは必然で
あり、それを抑えるためには原田が述べたような内発
型地域振興策が必要である。また、モデルによるシミ
ュレーションからも明らかなように、人口定着（とり
わけ若者の定着）が地域振興にとって必要不可欠であ
る。併せて、様々な制約下において、効率性の観点か
らの政策評価と政策目標の明確化が地域経済を持続可
能なものとするためには必要不可欠となるであろう。
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